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⚫ 人口減少の進展に伴い、電気主任技術者の需給ギャップは今後急速に拡大するおそれ。また、
再エネ設備の導入等により、同技術者の社会的な重要性が高まる中、短期・中長期の両面から、
官民一丸となった人材育成・確保の取組を推進することが必要不可欠な状況。

⚫ 具体的には、①効果的・効率的な保安の実現を図る制度、②電気主任技術者の育成・確保に
資する持続的な取組、を車の両輪として、順次検討・実施していく。

⚫ 本日は、①効果的・効率的な保安の実現を図る制度を主要な論点としつつ、その他の論点を含
め、幅広い観点からご意見を頂きたい。

②電気主任技術者の育成・確保

働きやすい労務環境の実現への更なる取組

・ 業界内で連携した人材育成スキームの構築・強化

・ 労務環境のベストプラクティスの共有

・ 能力・業務実態に応じた適切な評価・賃金体系の実現

電気保安業界への入職促進

・ 保安×IT・金融等、異業種連携による魅力の多様化・向上

・ 高校・大学等と連携した若年層への更なるアプローチ

・ 一層の社会的認知度・地位向上に向けた広報活動の強化

①効果的・効率的な保安の実現

主任技術者の更なる活躍に向けた制度の構築

・ 監督可能な事業場数等の柔軟化

・ 求められる経験年数の柔軟化

・ 受験機会の更なる拡大

保安と効率化を両立するデジタル技術の活用促進

・ 事業場等の点検頻度の見直し

・ ２時間以内で到達できる事業場等の柔軟化

・ スマート保安技術に関する情報収集・展開、表彰

今後の検討事例

3/31 第13回
電力保安制度ワーキンググループ 資料１現状の課題認識と今後の取組の方向性
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1. 統括における監督可能な事業場数の柔軟化

2. 特別高圧設備の外部委託対象化に係る検討

【参考】 ２時間以内到達規制の柔軟な運用

3. 電気工事士試験の学科試験合格者の試験免除に関するルールの見直し

4. 電力保安通信用電話設備の設置に係る運用の柔軟化

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

目次



統括における監督事業場数の拡大についての要望
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⚫ 平成25年、設置者による適切な保安業務を行う体制（保安組織）の確保等を要件として、
電気主任技術者による複数の事業場の監督が認められた（統括）。

⚫ 統括する事業場を６以内とすることが統括範囲の目安とされており、７以上となる場合は特に
慎重を期すこととしているが、電気主任技術者の不足を背景に、太陽電池発電所の設置者から
は、統括可能な事業場数の拡大を求める声が寄せられている。

運用の合理化を求める声

主任技術者の高齢化が進み、現場で
は既に確保が困難な状況。今後は確
保が更に厳しくなる見込みのため、更に
多くの事業場の統括を認めて欲しい。

太陽電池発電所
設置者

人員の確保や点検の合理化により、７事
業場以上の統括も、保安上支障なく行う
ことができるのではないか。

太陽電池発電所
設置者

統括の概要

（出典）特別高圧で系統連系する太陽電池発電所の設置者へのヒアリングをもとに経済産業省作成

✓ 統括の対象となる全設備の保安管理に必要な人員確保
✓ 「電気設備の技術基準の解釈」で規定される監視方式に

沿った監視の導入
✓ 緊急時の主任技術者への通報体制の確保
✓ 異常が生じた場合に、主任技術者の指示の下、適切な

措置を講じる体制の確保
✓ 定期的に保安管理業務のレビューを行い、改善を実施

電気主任技術者

電気工作物A 電気工作物B 電気工作物C

保安組織

主任技術者が保安組織と一体となって複数の電気工作
物（Ａ・B・C）の保安業務を統括。

「保安組織」の要件

※ 電圧が17万V未満で連系等されているものに限る



＜電気事業法施行規則（平成七年通商産業省令第七十七号）＞
（主任技術者の選任等）
第五十二条 法第四十三条第一項の規定による主任技術者の選任は、次の表の上欄に掲げる事業場又は設備ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる
者のうちから行うものとする。

＜主任技術者制度の解釈及び運用（20210208保局第2号）＞
３．規則第５２条第１項の表第６号に掲げる事業場等について行う主任技術者の選任は、次のとおり解釈する。
（１）発電所、蓄電所、変電所、需要設備又は送電線路若しくは配電線路を管理する事業場（以下３．において「被統括事業場」という。）を直接統

括する事業場（以下３．において「統括事業場」という。）のうち、自家用電気工作物であって電圧１７０，０００ボルト未満で連系等をするもの
への電気主任技術者の選任は、次に掲げる要件の全てに適合する場合に行うものとする。

なお、被統括事業場について、その数が７以上（発電所又は蓄電所と同一設置者が設置する送電線路又は変電所を介して電力系統に接続し、
これらの電気工作物を一体として運用する事業場等は１とみなすことができる。このうち、風力発電所については、複数の発電機を一体として運用する発
電所は１とみなすことができる。）となる場合は、保安管理業務の遂行上支障となる場合が多いと考えられるので、特に慎重を期することとする。
①～⑤ （略）

（２）（略）

一～五 （略）

六 発電所、蓄電所、変電所、
需要設備又は送電線路若しく
は配電線路を管理する事業場
を直接統括する事業場

（略）
第一種電気主任技術者免状、第二種電気主任技術者免状又は第三種電気主任技術者免状の交付
を受けている者、その直接統括する発電所のうちに四の水力発電所以外の水力発電所（小型のもの又
は特定の施設内に設置されるものであって別に告示するものを除く。）がある場合は、第一種ダム水路主
任技術者免状又は第二種ダム水路主任技術者免状の交付を受けている者（以下略）

【関係条文】 統括について

- 5 -



太陽電池発電所

（参考）統括による保安管理の体制（太陽電池発電所）
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⚫ 特別高圧で系統と連系する大規模な太陽電池発電所を統括により管理する場合には、多数の
太陽光パネルや専用の大型変電設備など設備が多様で規模も大きく、さらにそれらを複数事業
場管理する必要があることから、電気主任技術者及びその指揮命令下の技術員10人程度から
なる保安業務を行うための組織体制（保安組織）を構築して、設備の日常的な監視や定期
点検を実施している。

⚫ さらに、年次点検等を実施する際には多数の作業員を確保する必要があることから、保安組織に
加えて、OM事業者等の外部の協力事業者から10～30人程度の応援を呼ぶことが一般的。

統括における太陽電池発電所の保安管理体制

主任技術者

（出典）特別高圧で系統連系する太陽電池発電所の設置者へのヒアリングをもとに経済産業省作成

技術員（設置者の従業者）

OM事業者等（外部）

太陽電池発電所太陽電池発電所

年次点検等の補助
（追加の人員確保が必要な場合）

指揮・命令

指揮・命令

監視・点検 監視・点検監視・点検

パネル PCS 送電線開閉器変電所

特別高圧で系統連系する太陽電池発電所の一般的な設備構成



対応の方向性：統括において７以上の事業場の監督を認める場合の考え方

⚫ 統括において７以上の事業場の監督を１人の主任技術者が行う場合、保安業務に支障が生
じることの無いよう特に慎重を期すこととしているが、今後は、その考え方を公表することにより、事
業者による適切な保安の確保を促進することとしてはどうか。

⚫ 具体的には、特別高圧設備の設置者にヒアリングをしたところ、７以上の事業場の監督を行う場
合の保安上の懸念として、多数の事業場を管理する際の現場作業員の不足、OM事業者等の
人員を増やす場合の意思疎通の乱れ、主任技術者本人の業務過多や、それらへの対応策など
が上げられたことから、こういった現場の声を参考に、今後具体化を進めることとしたい。

保
安
上
の
懸
念

✓多数の事業場を管理する必要があるため、現場作業員が不足するおそれがある
✓外部の協力事業者から応援を多数呼ぶことになるため意思疎通が困難になるおそれがある
✓主任技術者本人の業務過多のおそれがある
✓複数の事業場で同時に故障等のトラブルが発生した場合に、対応が滞るおそれがある
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ヒアリング結果の概要

✓十分な数の技術員・OM事業者の確保
✓テクノロジーの活用による点検の自動化などの保安の合理化
✓点検に向けた事前ミーティングの充実
✓主任技術者を効果的に補佐するための技術員の技能向上
✓主任技術者の業務のうち電気保安に係る業務以外の業務の削減
✓適切な設備更新による設備の健全性の維持

考
え
ら
れ
る
対
応

（出典）特別高圧設備の設置者数者へのヒアリングをもとに経済産業省作成
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電気主任技術者

電気工作物A 電気工作物B 電気工作物C

電気工作物Aを担当する電気主任技術者が他の
電気工作物（B・C）の保安業務を兼任。

経済産業省HPに公表している事例

＜主任技術者制度に関するＱ＆Ａ＞
Ｑ．兼任させようとする事業場若しくは設備が６以上となる場合（※注 選

任事業場１＋兼任事業場６以上で合計７事業場以上を監督する場
合）であって、兼任が承認された事例を教えて下さい。

Ａ．過去に認めた事例を紹介します。なお、下記事例はあくまで判断の目安
であり、案件毎に保安組織の体制、管理方法、設備等総合的かつ事業
者毎の個別事情を勘案する必要がありますので、事前に事業場を管轄す
る地域の産業保安監督部宛てご相談下さい。
①ポンプ場で兼任させる数が６となった例
 ・全ての事業場が、農事用の負荷であり、半年稼働（残りの期間は休

止）している。
 ・うち、１つの事業場が予備発電設備（３０ｋＶＡ)を有する低圧

自家用である。
 ・中央管理所において、兼任している事業場を遠隔で常時監視し、異

常の際には直ちに対応する態勢にある。
 ・周辺に人（常勤者含む）がおらず、事故が発生した際の影響が低い。
②１の敷地内で兼任させる数が６となった例

・全ての事業所が、同一敷地内（同一地番かつ同一の出入管理区
域）に設置されている。

 ・全ての事業所の保安組織は一元化されている。
 ・全ての事業所において、１箇所あたりの最大電力が２，０００キロ

ワット未満である。

兼任の概要

※ 電圧が７千V以下で連系等されているものに限る

（参考）兼任において７以上の事業場を監督した事例の公表

⚫ 電気主任技術者は、６事業場以内を目安として複数の事業場の監督を兼務することが可能
（兼任）。

⚫ 兼任においても統括と同様、監督する事業場が７以上となる場合には特に慎重を期すこととして
おり、経済産業省のHPにおいて、７以上の事業場を監督した事例を公表している。



＜電気事業法施行規則（平成七年通商産業省令第七十七号）＞
（主任技術者の選任等）
第五十二条 （略）
２ 次の各号のいずれかに掲げる自家用電気工作物に係る当該各号に定める事業場のうち、当該自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保
安の監督に係る業務（以下「保安管理業務」という。）を委託する契約（以下「委託契約」という。）が次条に規定する要件に該当する者と締結されてい
るものであって、保安上支障がないものとして経済産業大臣（事業場が一の産業保安監督部の管轄区域内のみにある場合は、その所在地を管轄する産
業保安監督部長。次項並びに第五十三条第一項、第二項及び第五項において同じ。）の承認を受けたもの並びに発電所、蓄電所、変電所及び送電
線路以外の自家用電気工作物であって鉱山保安法が適用されるもののみに係る前項の表第三号又は第六号の事業場については、同項の規定にかかわら
ず、電気主任技術者を選任しないことができる。
３ （略）
４ 事業用電気工作物を設置する者は、主任技術者に二以上の事業場又は設備の主任技術者を兼ねさせてはならない。ただし、事業用電気工作物の
工事、維持及び運用の保安上支障がないと認められる場合であって、経済産業大臣（監督に係る事業用電気工作物が一の産業保安監督部の管轄区域
内のみにある場合は、その設置の場所を管轄する産業保安監督部長。第五十三条の二において同じ。）の承認を受けた場合は、この限りでない。
第五十三条 （略）
２ 経済産業大臣は、第五十二条第二項又は第三項の承認の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の承認をしては
ならない。
一～四 （略）
五 申請事業場の電気工作物の点検を、別に告示する頻度で行うこと並びに災害、事故その他非常の場合における当該事業場の電気工作物を設置

する者（以下「設置者」という。）と委託契約の相手方（委託契約の相手方が前条第二号の要件に該当する者の場合にあっては保安業務担当者を含
む。）との連絡その他電気工作物の工事、維持及び運用の保安に関し、設置者及び委託契約の相手方の相互の義務及び責任その他必要事項が委託契
約に定められていること。
六 （略）

３～５ （略）

＜主任技術者制度の解釈及び運用（20210208保局第2号）＞
６．規則第５２条第４項ただし書の承認は、次の基準により行うものとする。
（１）電気主任技術者に係る規則第５２条第４項ただし書の承認は、その申請が次に掲げる要件の全てに適合する場合に行うものとする。
なお、兼任させようとする事業場等の最大電力が２，０００キロワット以上（ただし、太陽電池発電所又は蓄電所については出力５，０００キロワット

以上。太陽電池発電所以外の発電所については出力２，０００キロワット以上。）となる場合又は兼任させようとする事業場若しくは設備が６以上とな
る場合は、保安管理業務の遂行上支障となる場合が多いと考えられるので、特に慎重を期することとする。
① 兼任させようとする事業場等が電圧７，０００ボルト以下で連系等をするものであること。
②・③ （略）
④ イ （略）

ロ 点検は、規則第５３条第２項第５号の頻度に準じて行うこと。

【関係条文】 兼任について
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1. 統括における監督可能な事業場数の柔軟化

2. 特別高圧設備の外部委託対象化に係る検討

【参考】 ２時間以内到達規制の柔軟な運用

3. 電気工事士試験の学科試験合格者の試験免除に関するルールの見直し

4. 電力保安通信用電話設備の設置に係る運用の柔軟化

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

目次



⚫ 太陽電池発電所等で電気主任技術者が行う業務の外部委託は、電気保安の観点から高圧
（７千V以下）での系統連系に限られており、特別高圧（７千V超）では認められていない。

⚫ 電気主任技術者不足が懸念される状況を踏まえ、特別高圧で系統連系する場合に外部委託
を認めることについて、特別高圧設備の保安管理の現状を踏まえた検討を行う。

外部委託の対象設備の範囲は以下。
➢ 高圧（7千V以下）で連系された設備であること
➢ 下記の設備については、下表の出力未満であること

設備 設備規模

太陽電池発電所・蓄電所 ５千kW未満

火力・水力・風力発電所 ２千kW未満

外部委託の対象設備

メガソーラー等の電気主任技術者業務の外部委託の検討

外部委託の対象設備に係る規定

＜電気事業法施行規則（平成七年通商産業省令第七十七号）＞
（主任技術者の選任等）
第五十二条 （略）
２ 次の各号のいずれかに掲げる自家用電気工作物に係る当該各号に定める事

業場のうち、当該自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の
監督に係る業務（以下「保安管理業務」という。）を委託する契約（以下
「委託契約」という。）が次条に規定する要件に該当する者と締結されているも
のであって、保安上支障がないものとして経済産業大臣（略）の承認を受け
たもの（略）については、同項の規定にかかわらず、電気主任技術者を選任
しないことができる。
一 出力五千キロワット未満の太陽電池発電所又は蓄電所であって電圧七
 千ボルト以下で連系等をするもの （略）

二 出力二千キロワット未満の発電所（水力発電所、火力発電所及び風力
 発電所に限る。）であって電圧七千ボルト以下で連系等をするもの（略）

三 出力千キロワット未満の発電所（前二号に掲げるものを除く。）であって
 電圧七千ボルト以下で連系等をするもの （略）

四 電圧七千ボルト以下で受電する需要設備 （略）
五 電圧六百ボルト以下の配電線路 （略）

３・４ （略）
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技術員（設置者の従業者）

⚫ 特別高圧設備は、大型の変電設備や開閉器、構内の電線路など、設備が多様かつ規模も大き
い。また、仮に事故が発生した際には、安全面や系統への影響が大きいと考えられるため、電気
主任技術者が事業場に常駐し、保安の確保を図っている。

⚫ これらの電気主任技術者は、月次・年次点検時に複数の技術者を管理しつつ対応していること
に加え、日常的に、①運転状況の監視、②点検・工事計画の策定、③技術員の教育や人事管
理、外部事業者との調整などの業務を行っている。

⚫ 他方、電気主任技術者業務の外部委託においては、電気主任技術者の常駐は想定されず、
主に月次・年次点検の際に事業場を訪問し、設備を監督することが想定される。そのため、外部
委託により特別高圧設備を監督する場合、保安確保に懸念が生じるおそれがある。

⚫ こうした現状に加え、外部委託は、高圧設備の保安レベルに鑑みて認められた制度であることを
踏まえれば、外部委託による特別高圧設備の監督は引き続き認めないこととしてはどうか。

特別高圧設備における主任技術者の業務実態

（出典）特別高圧設備の設置者へのヒアリングをもとに経済産業省作成

保安管理の現状を踏まえた外部委託の可能性

主任技術者
OM事業者等（外部）

年次点検等の補助

業務内容
の調整

保安教育・人事管理
運転監視
定期点検

点検計画・工事計画の策定

特別高圧設備
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1. 統括における監督可能な事業場数の柔軟化

2. 特別高圧設備の外部委託対象化に係る検討

【参考】 ２時間以内到達規制の柔軟な運用

3. 電気工事士試験の学科試験合格者の試験免除に関するルールの見直し

4. 電力保安通信用電話設備の設置に係る運用の柔軟化

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

目次



外部委託における２時間ルールの柔軟な運用

⚫ 外部委託においては、電気主任技術者が常駐する事務所等から監督する事業場まで２時間以
内に到達できることが監督の要件とされている（いわゆる「２時間ルール」。）。

⚫ この２時間ルールについては、事故が発生した際に、やむを得ない理由で受託している主任技術
者が現場に急行できない場合等に、現場に急行できる別の主任技術者が受託者に代わって応
急対応を行うなど柔軟に運用することで、保安の確保と無理のない働き方の両立が図られている。

「保安センター」による代行者の手配

受託者

①事故発生

需要設備

保安センター

②対応依頼 ③対応要請

代行者

④応急対応

東京管理技術者協会では、事故が発生した際に、やむ
を得ない理由で受託者が対応できない場合に、代行
者の手配を24時間体制で行う「保安センター」を設置。
迅速な事故対応の実現を図っている。

⑤引継ぎ

（出典）公益社団法人東京電気管理技術者協会提供資料、電気保安協会全国連絡会提供資料より経済産業省作成

GPSを活用した迅速な事故対応

コールセンター

保安業務従事者

電気設備

無線通信を利用した
絶縁監視装置

①対応指示③事故対応

①対応指示
GPS検索により事故発生場所付近の保安業
務従事者へ「事故対応要請メール」を送信。

②急行
コールセンターより出動指示を受けた保安業務
従事者は、事故の発生した事業場に急行。

③事故対応 問診及び事故調査を実施。

連絡

②急行

漏電発生
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海

変電所
(連系用) 風力発電所

送電線

変電所
(陸揚用)

監督する電気工作物が洋上風力発電
所である場合、当該事業場までではなく、
当該設備に接続されており、陸上に設
置されている電路を遮断する装置まで、
２時間以内に到達することを求めている。

サイバーセキュリティの確保、災害時の対処
方針策定、教育・研修を行った担当技術者
が２時間以内に設備に到達できること、等を
満たす場合、主任技術者自身の２時間以
内の到達は要さないこととされた。

法律※に規定される「過疎地域」、「離島
振興対策実施地域」及び「離島」に設
置された設備については、「保安管理業
務の円滑かつ適切な実施に支障が生
じないよう配慮」することとされている。

「過疎地域」等（ピンク塗りつぶし部分等）

（出典）過疎関係市町村都道府県別分布図（令和４年４月：総
務省自治行政局）を経済産業省にて加工

※過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法等

電路を遮断する装置
２時間以内に到達

洋上風力発電所に係る運用 過疎地域等に係る運用 統括における担当技術者制
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（参考）洋上・僻地等における２時間以内到達要件の柔軟化について

⚫ 統括・兼任についても、外部委託と同様に電気主任技術者が常駐する事務所等から監督する
事業場まで２時間以内に到達できることが監督の要件とされているが、
（１）兼任・外部委託については、①洋上風力発電所、②過疎地域等に設置されている電気

 工作物について、
（２）統括については、①洋上風力発電所、②担当技術者を配置した事業場について、
当該要件の柔軟化が認められている。



＜電気事業法施行規則（平成七年通商産業省令第七十七号）＞
（主任技術者の選任等）
第五十二条 法第四十三条第一項の規定による主任技術者の選任は、次の表の上欄に掲げる事業場又は設備ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる者
のうちから行うものとする。

＜主任技術者制度の解釈及び運用（20210208保局第2号）＞
（統括関係）
３．規則第５２条第１項の表第６号に掲げる事業場等について行う主任技術者の選任は、次のとおり解釈する。
（１）発電所、蓄電所、変電所、需要設備又は送電線路若しくは配電線路を管理する事業場（以下３．において「被統括事業場」という。）を直接統

括する事業場（以下３．において「統括事業場」という。）のうち、自家用電気工作物であって電圧１７０，０００ボルト未満で連系等をするものへ
の電気主任技術者の選任は、次に掲げる要件の全てに適合する場合に行うものとする。

なお、被統括事業場について、その数が７以上（発電所又は蓄電所と同一設置者が設置する送電線路又は変電所を介して電力系統に接続し、
これらの電気工作物を一体として運用する事業場等は１とみなすことができる。このうち、風力発電所については、複数の発電機を一体として運用する発
電所は１とみなすことができる。）となる場合は、保安管理業務の遂行上支障となる場合が多いと考えられるので、特に慎重を期することとする。

①・② （略）
③ 被統括事業場は、次に掲げる要件の全てに該当する場合を除き、統括事業場から２時間以内に到達できるところにあること。ただし、被統括
事業場の設備が、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（平成３０年法律第８９号）第２条第２
項に規定する海洋再生可能エネルギー発電設備（以下「海洋再生可能エネルギー発電設備」という。）である場合は、当該設備に接続されてお
り、陸上に設置されている電路を遮断する装置まで２時間以内に到達できるところにあること。
イ  被統括事業場の保安管理業務を専ら担当する技術者（以下この③において「担当技術者」という。）として、被統括事業場の規模に応じた
知識及び技能を有する者を確保していること。ただし、設置者等以外の者から確保するときは、①ロただし書の規定によること。

ロ 担当技術者が常時勤務する事務所（以下この③において「担当技術者駐在所」という。）は、被統括事業場（被統括事業場の設備が、海
洋再生可能エネルギー発電設備である場合は、当該設備に接続されており、陸上に設置されている電路を遮断する装置）に２時間以内に到
達できるところにあること。

ハ～ト （略）
④・⑤ （略）

【関係条文】２時間以内到達規制の柔軟な運用について

一～五 （略）

六 発電所、蓄電所、変電所、
需要設備又は送電線路若しく
は配電線路を管理する事業場
を直接統括する事業場

（略）
第一種電気主任技術者免状、第二種電気主任技術者免状又は第三種電気主任技術者免状の交付
を受けている者、その直接統括する発電所のうちに四の水力発電所以外の水力発電所（小型のもの又
は特定の施設内に設置されるものであって別に告示するものを除く。）がある場合は、第一種ダム水路主
任技術者免状又は第二種ダム水路主任技術者免状の交付を受けている者（以下略）
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（外部委託関係）
４．規則第５２条第２項の承認は、次の基準により行うものとする。
（１）～（８） （略）
（９）規則第５３条第２項第６号の「遅滞なく到達」とは、２時間以内に到達することを要することとする。ただし、当該事業場の設備が、海洋再生可

能エネルギー発電設備である場合は、当該設備に接続されており、陸上に設置されている電路を遮断する装置まで２時間以内に到達することを
要することとする。

（１０）申請に係る自家用電気工作物が離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実施地域
（以下「離島振興対策実施地域」という。）、奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規定する奄美群島
（以下「奄美群島」という。）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村（以下「振興山村」と
いう。）、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第４条第１項に規定する小笠原諸島の地域（以下「小笠原諸島」
という。）、沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定する離島（以下「離島」という。）又は過疎地域の持続的
発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９号）第２条第１項に規定する過疎地域（以下「過疎地域」という。）に設置される場
合には、当該申請の審査に当たっては保安管理業務の円滑かつ適切な実施に支障が生じないよう配慮することとする。

（１１） （略）

（兼任関係）
６．規則第５２条第４項ただし書の承認は、次の基準により行うものとする。
（１）電気主任技術者に係る規則第５２条第４項ただし書の承認は、その申請が次に掲げる要件の全てに適合する場合に行うものとする。

なお、兼任させようとする事業場等の最大電力が２，０００キロワット以上（ただし、太陽電池発電所又は蓄電所については出力５，０００キロ
ワット以上。太陽電池発電所以外の発電所については出力２，０００キロワット以上。）となる場合又は兼任させようとする事業場若しくは設備が６
以上となる場合は、保安管理業務の遂行上支障となる場合が多いと考えられるので、特に慎重を期することとする。
①～③ （略）
④ 兼任させようとする者の執務の状況が次に適合すること。

イ 兼任させようとする事業場等は、兼任させようとする者が常時勤務する事業場又はその者の住所から２時間以内に到達できるところにある
こと。ただし、当該事業場の設備が、海洋再生可能エネルギー発電設備である場合は、当該設備に接続されており、陸上に設置されている電
路を遮断する装置まで２時間以内に到達できるところにあること。

ロ （略）
⑤ （略）
⑥ 兼任させようとする事業場等が離島振興対策実施地域、奄美群島、振興山村、小笠原諸島、離島又は過疎地域に設置される場合には、当
該申請の審査に当たっては保安管理業務の円滑かつ適切な実施に支障が生じないよう配慮することとする。

（２）～（４） （略）

【関係条文】２時間以内到達規制の柔軟な運用について
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1. 統括における監督可能な事業場数の柔軟化

2. 特別高圧設備の外部委託対象化に係る検討

【参考】 ２時間以内到達規制の柔軟な運用

3. 電気工事士試験の学科試験合格者の試験免除に関するルールの見直し

4. 電力保安通信用電話設備の設置に係る運用の柔軟化

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

目次



⚫ 電気工事業界においても担い手不足を懸念する声あり。

⚫ 平成30年度から、第二種試験を年２回化するとともに、令和５年度から、CBT方式
（Computer Based Testing）を導入。さらに、令和６年度から、第一種試験の年２回
化を予定しており、試験日程や試験会場数を大幅に拡充。

第一種電気工事士試験 第二種電気工事士試験

～平成29年度 筆記：年１回 筆記：年１回

平成30年度～ ↓ 筆記：年２回

令和４年度 ↓ ↓

令和５年度

筆記：年１回 全国約70会場
 又は
CBT：年１回（18日間から受験日を選択）
全国約200会場

筆記：年２回 全国約70会場
 又は
CBT：年２回（36日間から受験日を選択）
全国約200会場

令和６年度～

筆記：年１回 全国約70会場
 又は
CBT：年２回（57日間から受験日を選択）
全国約200会場
試験時期：上期試験（学科:4月、技能:7月）

下期試験（学科:9月、技能:11月）

筆記：年２回 全国約70会場
 又は
CBT：年２回（36日間から受験日を選択）
全国約200会場
試験時期：上期試験（学科:4月、技能:7月）

下期試験（学科:9月、技能:12月）

電気工事士試験の受験機会の拡大
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受験機会の拡大



⚫ 電気工事士試験は、１次の「学科試験」と２次の「技能試験」からなり、学科試験のみに合格し
た者は、次に開催される試験の学科試験が免除されることとなっている。

⚫ このため、電気工事士試験が年１回の時には、次の試験までの約１年間をかけて、技能試験
の再受験の準備をしていたが、第１種・第２種電気工事士試験が年２回化することにより、受
験者の準備期間が短くなる（約１年間→約0.5年間）。

⚫ このように、受験機会の拡大によって、却って受験者に一部不利益が生じてしまうことから、学科
試験が免除される試験を「次に開催される試験」から「次々回に開催される試験まで」とする見直
しを行うことで、これを解消することとしたい。

電気工事士試験における学科試験の免除範囲の見直しについて
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１
回
／
年

２
回
／
年

電
気
工
事
士
試
験

N年度

試験

学科：合格
技能：不合格

次回試験

学科：免除
技能：

N＋2年度

準備期間
約１年

N＋1年度

N年度

試験

学科：合格
技能：不合格

次回試験

学科：免除
技能：

N＋2年度

準備期間
約0.5年

N＋1年度

次々回試験 試験

試験

試験

学科試験の免除について



（学科試験の免除）
第九条 （略）
２ （略）
３ 学科試験に合格した者に対しては、その申請により、次回のその合格した学科試験に係る試験と同一の種類の試験の学科試験を免除する。

（技能試験）
第十条 技能試験は、当該試験の学科試験の合格者又は前条の規定により学科試験を免除された者に対し、第八条第一項の表の上欄に掲げる試験の

種類に応じて、それぞれ同表の下欄に掲げる科目の範囲内において、経済産業省令で定めるところにより、必要な技能について行う。

＜電気工事士法施行令（昭和三十五年政令第二百六十号）＞
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【関係条文】 電気工事士試験の免除期間について



令和６年能登半島地震の影響を踏まえた電気工事士試験等における特例

⚫ 令和６年能登半島地震による被害の影響に鑑み、電気工事士試験と電気主任技術者試験
の受験について、特例を設けることとした。

⚫ 具体的には、いずれの試験においても、一部の科目等に合格した場合には、一定期間その合格
した科目等の受験が免除されるところ、被災地に住所を有する者については、当該受験が免除
される期間を試験１回分延長する。

- 22 -

通
常

震
災
に
係
る
特
例

試験

一部の科目等
に合格 免除期間

（通常）

試験

震災に係る特例について

試験

試験

一部の科目等
に合格

試験 試験

免除期間
（通常）

試験

追加の免除期間
（特例）

特例の対象者

電
気
工
事
士
試
験

電
気
主
任
技
術
者
試
験

 特例の対象者は、震災発生の前後で受験
が免除されていた者とする。

第
１
種

第
２
種

第
１
・
２
種

第
３
種

✓令和５年度学科試験合格者
✓令和６年度上期学科試験合格者

✓令和５年度下期学科試験合格者
✓令和６年度上期学科試験合格者

✓令和４年度一次試験合格者
✓令和５年度一次試験合格者
✓令和３～５年度の一次試験の

一部科目の合格者

✓令和３～５年度の一次試験の
一部科目の合格者



⚫ 太陽電池発電設備をはじめ、再エネ設備は引き続き増加が見込まれる中、今後、これらを監督
する電気主任技術者が不足するおそれ。

⚫ 電気保安分野への挑戦を後押しするため、令和４年度から、第三種電気主任技術者試験を年
２回化するとともに、令和５年度から、CBT方式（Computer Based Testing）を導入し、
試験日程や試験会場数を大幅に拡充。

第三種電気主任技術者試験

～令和３年度
筆記：年１回 約90会場
日程：一次試験（８月）

令和４年度
筆記：年２回 約80会場
日程：上期試験（８月）

下期試験（３月）

令和５年度～

筆記：年２回 約60会場 又は
CBT：年２回（50日間から受験日を選択）
※能登半島地震の被災地に住所のある方は、更に7日間延長
全国約200会場
日程：上期試験（７月）

下期試験（２月）

電気主任技術者試験の受験機会の拡大
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受験機会の拡大



⚫ 中長期的に電気保安人材を安定的に確保できるよう、業界の認知度向上や入職促進のための
広報事業に取り組むことを目的に、令和元年に電力業界が連携した協議会が発足。

⚫ 若者や女性をターゲットとした情報発信サイト「Watt Magazine」を開設し、これまでに100万
回以上閲覧されている。

電気保安・電気工事業界への入職促進に向けた取組（業界認知度の向上等）

電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた協議会が運営する「Watt Magazine」
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1. 統括における監督可能な事業場数の柔軟化

2. 特別高圧設備の外部委託対象化に係る検討

【参考】 ２時間以内到達規制の柔軟な運用

3. 電気工事士試験の学科試験合格者の試験免除に関するルールの見直し

4. 電力保安通信用電話設備の設置に係る運用の柔軟化

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

目次
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中央給電指令所等
分散型電源電力会社※

事務所

大規模な発電所

発電制御所

・電力保安通信用電話設備

・電力保安通信用電話設備
・電力通信事業者の専用回線
・携帯電話等

現行の施設状況

配電指令所等

事務所

小規模な発電所

※一般的な水力発電所を想定

電力保安通信用電話設備の設置場所の整理

⚫ 電力保安通信用電話設備とは、事故発生時に設備を停止する際などに関係者間で連絡を取る
ために施設される専用の通信設備で、主に電力会社の大規模な発電所等に設置されている。

⚫ また、小規模な太陽電池発電所等の分散型電源においても同様に設置されている場合があるが、
こうした発電所の設置者から、設備の特徴などを考慮して、電力保安通信用電話設備以外にも、
保安の確保上問題ないと考えられる連絡手段を示して欲しいとの声が寄せられている。

⚫ この点、分散型電源は、出力が小さいため大規模な発電所と比較して電力供給への影響が小さ
く、事故発生時には、自動的に系統から解列する措置が取られている上、急を要する場合は
一般送配電事業者が系統から切り離すことで、安全を確保することが可能。

⚫ こうした特徴を踏まえ、保安上適切と考えられる、分散型電源における電力保安通信用電話設
備以外の連絡手段を検討の上、例示することとしたい。



【電力保安通信用電話設備の施設】
第135条 次の各号に掲げる箇所には、電力保安通信用電話設備を施設すること。
一 次に掲げる場所と、これらの運用を行う給電所との間
イ  遠隔監視制御されない発電所又は蓄電所（第225条に規定する場合に係るものを除く。）。ただし、次に
 適合するものを除く。
（略）

七 次に掲げるものと、これらの技術員駐在所との間
イ 発電所又は蓄電所。ただし、次に適合するものを除く。
（略）

【一般送配電事業者又は配電事業者との間の電話設備の施設】
第225条 高圧又は特別高圧の電力系統に分散型電源を連系する場合（スポットネットワーク受電方式で連系する場合を含む。）は、分散型電源設
置者の技術員駐在所等と電力系統を運用する一般送配電事業者又は配電事業者の技術員駐在所等との間に、次の各号のいずれかの電話設備を
施設すること。
一 電力保安通信用電話設備
二 電気通信事業者の専用回線電話
三 一般加入電話又は携帯電話等であって、次のいずれにも適合するもの
イ 分散型電源が高圧又は35,000V以下の特別高圧で連系するもの（スポットネットワーク受電方式で連系するものを含む。） であること。
ロ 災害時等において通信機能の障害により当該一般送配電事業者又は配電事業者と連絡が取れない場合には、
当該一般送配電事業者又は配電事業者との連絡が取れるまでの間、分散型電源設置者において発電設備等の解列又は運転を停止すること。

ハ 次に掲げる性能を有すること。
(イ) 分散型電源設置者側の交換機を介さずに直接技術員との通話が可能な方式（交換機を介する代表番号方式ではなく、直接技術員駐在所

へつながる単番方式）であること。
(ロ) 話中の場合に割り込みが可能な方式であること。
(ハ) 停電時においても通話可能なものであること。
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＜電気設備の技術基準の解釈（20130215商局第4号）＞

【関係条文】電力保安通信用電話設備について



1. 統括における監督可能な事業場数の柔軟化

2. 特別高圧設備の外部委託対象化に係る検討

【参考】 ２時間以内到達規制の柔軟な運用

3. 電気工事士試験の学科試験合格者の試験免除に関するルールの見直し

4. 電力保安通信用電話設備の設置に係る運用の柔軟化

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）

目次



事項名 規制改革の内容

電気保安規制の主任
技術者制度に係る見直
しの検討

経済産業省は、電気主任技術者制度において、監督可能な事業場数に関しては統括及び
兼任について、点検頻度及び点検方法等に関してはそれぞれ兼任及び外部委託について、一律
に求められている現行規制の趣旨・目的や規制の科学的根拠・合理性について、諸外国の規制
との比較や保険制度の適用等も含めて調査し、審議会での議論を基に、結論を得て、必要な規
制見直しを実施する。

外部委託の対象となる
電圧・出力規模の拡大

経済産業省は、電気主任技術者制度について、外部委託の対象となる電圧・出力を特別高
圧で系統連系する設備まで拡大することに関して、諸外国の規制・制度等を調査した上で、我
が国の電気保安規制の制度趣旨も踏まえつつ検討し、下記の設備についてそれぞれ必要な措置
を講ずる。
a 太陽電池発電設備及び風力発電設備
b 上記以外の再生可能エネルギー発電設備及び需要設備

風力発電の電力保安
通信用電話設備の在り
方の 見直し

一定規模以上の風力発電設備に設置が要求される電力保安通信用電話設備について、衛
星電話等のその他の手段の活用により、非常時に確実に必要な保安上の措置を取ることので
きる手段を講ずれば、専用の通信用電話設備の設置を免除することについて検討を行い、必要
な措置を講ずる。

主任技術者制度におけ
る２時間以内の到着要
件に係る規制の見直し
の検討

経済産業省は、電気主任技術者制度において、
a 統括、兼任及び外部委託の場合それぞれについて一律に求められている設備への２時間以
内の到着要件について、洋上風力や僻地の太陽光といった、その個々の事情に鑑みて直ちに現
行の規制・運用を柔軟化することが適当と考えられるものについて必要な見直しを実施する。
b 外部委託の場合について、２時間以内に到達できる者をとすることができる組織形態主任
技術者本人でなく担当技術者を許容することを検討し、必要な措置を講ずる。また、仮にその制
度的措置が可能と認められる場合には、外部委託制度において受託可能な設備区分の全てを
その対象とすることが可能であるかについても併せて検討し、必要な措置を講ずる。

【参考】 規制改革実施計画（令和５年６月16日閣議決定）
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